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１ 

午前９時５９分 開会 

○鈴木（道）委員長 では，これより総務生活委員会を開きます。 

 本日の付託案件は，議案５件，請願１件，陳情１件，以上７件です。 

 審査の進め方については，最初に議案を審査した後，請願，陳情の審査を行います。 

 以上のように委員会を進めてまいりたいと思いますが，異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 では，異議なしと認め，そのように進めてまいります。 

 最初に，議案第３４号 ひたちなか市部設置条例の一部を改正する条例制定についてを議題

とします。 

 提出者の説明を願います。小倉総務部長。 

○小倉総務部長 それでは，議案第３４号 ひたちなか市部設置条例の一部を改正する条例制

定についてご説明を申し上げます。着座にて失礼します。 

 議案書のほうは必要箇所の条例改正案が機械的に表示されておりまして，若干分かりづらい

かと思いますので，別途説明資料を用意させていただいております。説明資料のほうをご覧い

ただきたいと思います。 

 １ページです。 

 １の改正理由ですが，令和５年４月のこども家庭庁の設置に合わせまして，子どもや子育て

に関する支援体制を強化するため，福祉部を分割して子ども部を設置いたします。これに伴い

まして，子ども部の分掌事務を規定するとともに，福祉部の名称を保健福祉部と改め，所管事

務の明確化を図ろうとするものです。 

 ２，改正の概要です。子ども部を新設し，福祉部の名称を保健福祉部に変更いたします。ま

た，子ども部の分掌事務について，子育て支援に関すること，母子保健に関すること，児童福

祉に関することと規定をいたします。 

 ３，施行日は令和５年４月１日です。 

 ここまでが条例改正事項でありまして，関連する事項として，規則以下で改正する事柄を参

考にお示ししております。 

 （１）子ども未来課の設置につきましては，子どもや家庭の抱える複合的な課題を包括的に

支援するため，子ども未来課を新設し，家庭児童相談室を子ども未来課に置きます。 

 （２）保育所・幼稚園事務の一元化につきましては，教育委員会で所管しておりました公立

幼稚園に関する事務を子ども部の幼児保育課に移管します。保育所・幼稚園に関する窓口の一

元化を図り，どちらの利用者であっても幼児保育課において各種手続や相談ができるようにな

ります。 

 ２ページ目の新旧対照表をご覧ください。 

 右側の令和５年度新組織をご覧いただきまして，保健福祉部は国保年金課以下７課体制とな

ります。新設する子ども部は，子ども政策課，子ども未来課，幼児保育課の３課体制となりま

す。 
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 説明は以上です。ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

○鈴木（道）委員長 これより質疑を行います。質疑ありませんか。深谷委員。 

○深谷委員 今回の組織図等，これまでも説明を受けて，職員の人員的なところ，詳細ではな

いですけど，ボリューム的にどのぐらいということがもし分かればお聞きしたいなというふう

に思います。 

○鈴木（道）委員長 磯﨑人事課行政改革推進室長。 

○磯﨑人事課行政改革推進室長 ただいまのご質問にお答えいたします。 

 詳細に何人というのはちょっとこちらのほうで手持ちで持っていないんですけれども，大体

のところで申し上げますと，現在，福祉部全体で２１４人の人員がおります。こちらを分割い

たしまして，子ども部のほうが，保育所の保育士もおりますのでそれなりの人数おりますけれ

ども，約８０人程度を予定しております。 

○鈴木（道）委員長 深谷委員。 

○深谷委員 ありがとうございました。もし詳細のほうが分かれば当委員会に提出していただ

きたいなと思いますので，委員長のお計らいをよろしくお願いします。 

○鈴木（道）委員長 では，ただいま深谷委員より資料の提出の希望がありましたが，これは

委員会全体としてでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 それでは，委員会として資料の提出を求めますので，後ほどで結構です

ので，いただけますようお願いします。 

 ほかに質疑ありますか。大内（健）委員。 

○大内（健）委員 子ども未来課に家庭児童相談室を置くという形になりますが，現状の家庭

相談室の状況といいますか，家庭児童相談室がどれくらいの年間相談数があって，どれくらい

増加傾向にある状況なのかどうか，そういった詳細をご答弁お願いします。 

○鈴木（道）委員長 磯﨑人事課行政改革推進室長。 

○磯﨑人事課行政改革推進室長 ただいまのご質問にお答え申し上げます。 

 家庭児童相談室の詳細につきましては，ちょっと私どもとしてもこちらに資料は持っていな

いところなんでございますが，家庭児童相談室の担当職員から伺いましたところでは，件数の

増加とともに内容のほうが年々複雑化しているということで，なかなかほかの福祉部各所との

連携を取りながらやっていくということがちょっと困難性があるというふうなお話は伺ってお

ります。 

○鈴木（道）委員長 大内（健）委員。 

○大内（健）委員 確かに児童相談の内容が複雑化している状況だと思います。この子ども未

来課を設置する主な決定的な理由といいますか，決断した背景には，やはりそういった複雑な

相談件数，またもろもろの状況があるのかどうか，そこら辺のご答弁もお願いします。 

○鈴木（道）委員長 磯﨑人事課行政改革推進室長。 

○磯﨑人事課行政改革推進室長 ただいまのご質問にお答え申し上げます。 
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 子ども未来課を設置することになりました理由といたしましては，例えば先ほど申し上げま

したように，子どもに関する問題あるいは課題というものが複雑化していることも一つでござ

いますけれども，家庭児童相談室が把握できないような，ちょっと困難に陥ってしまっている

けど声がちょっと出せないというような家庭を少しでもすくい上げたいというのが一つござい

ます。 

 具体的には，今度の子ども未来課のほうには母子保健というものが一緒に課の中に入ってま

いりますが，こちらの母子保健，今やっております新生児の訪問，あるいは赤ちゃん，３歳や

１歳半ですかね，健診というものを所管しております。この健診は市内で生まれました全ての

子どもが対象になっておりまして，この健診のときに，保健師が見て，お母さんは何も言って

いらっしゃらないけど，ちょっとお子さんに何かあるんではないか，そういうふうに気づいた

ところをすぐに家庭児童相談室あるいはほかの部署のほうにつないで，切れ目なく支援できる

ようにしたいというような部分が大体大きなところとなっております。 

○鈴木（道）委員長 大内（健）委員。 

○大内（健）委員 ありがとうございます。今ご説明いただいたように，複雑化する相談内容

を踏まえて，こういった専門的な職員の配置，今ご説明あったように保健師の配置等の説明が

ありました。カウンセラーとか，そういう精神的な部分の補助的な方につなげるような仕組み，

そういったのもお考えになっていらっしゃるのでしょうか。 

○鈴木（道）委員長 磯﨑人事課行政改革推進室長。 

○磯﨑人事課行政改革推進室長 ただいまのご質問にお答えいたします。 

 先ほども申し上げましたように，保健師がかなりの数が配置されるのがまず一つ。それから，

今のところ，精神保健福祉士の職員を１人配置する予定にはなっております。それ以外にも，

今までもやっておりましたけれども，専門機関へのつなぎというところもこちらのほうで重点

的に行っていきたいと考えております。 

○鈴木（道）委員長 ほかに質疑ありますか。 

（「なしと呼ぶ者あり」） 

○鈴木（道）委員長 質疑なしと認め，質疑を終了します。 

 これより討論を行います。討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 討論なしと認め，討論を終了します。 

 これより採決します。本案は原案のとおり可決すべきものとすることに異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 異議なしと認め，本案は原案のとおり可決すべきものとすることに決定

しました。 

 次に，議案第３６号 勤務時間の変更に伴う関係条例の整備等に関する条例制定についてを

議題とします。 

 提出者の説明を願います。小倉総務部長。着座にてお願いします。 
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○小倉総務部長 失礼します。議案第３６号 勤務時間の変更に伴う関係条例の整備等に関す

る条例制定についてご説明を申し上げます。 

 補足説明資料の３ページをご覧いただきたいと思います。 

 １の改正理由ですが，平成２０年の人事院勧告に基づきまして全国の自治体，市町村が勤務

時間を７時間４５分としている中，現在，８時間勤務である自治体は本市と広島県の坂町の２

つの自治体のみとなっております。勤務時間を全国標準の７時間４５分に変更するため，所要

の改正を行おうとするものであります。 

 ２，改正の概要です。 

 （１）変更内容といたしましては，職員の勤務時間の１５分短縮に伴いまして，具体的には，

現在，午後５時３０分としております閉庁時刻を午後５時１５分にしようとするものでありま

す。開庁時間が短くなる施設及び窓口は，市役所本庁舎，那珂湊支所はじめ記載の箇所となり

ます。一方，開庁時間に変更がない施設及び窓口は，各図書館，各保育所はじめ記載の箇所と

なります。 

 （２）市民への周知及び実施時期につきましては，転入転出，繁忙期の混乱を避けるため３

か月間の周知期間を設けまして，令和５年７月１日から実施しようとするものです。周知方法

としましては，市ホームページ，ＬＩＮＥ，市報，窓口での掲示などのほか，自治会連合会総

会など各種会合，あらゆる機会を捉えて周知を図ってまいります。 

 ４ページのほうに移っていただきまして，（３）市民サービスへの影響についてですが，①

は日曜開庁の継続についてです。 

 本市では，平成１８年６月から日曜開庁を実施しておりますが，これを継続することにより

まして，開庁時間を１５分短縮いたしましてもなお年間の窓口サービスの提供時間は他市を上

回っております。表にありますとおり，本市は太字の変更後のところで２,２９８時間となり

ます。これに対し，水戸市は，毎週水曜日午後７時まで延長しておりますけども，１,９８９

時間，神栖市は隔週で日曜日，さらに笠間市は，毎週日曜日ですけども午前中のみの開庁とし

ておりまして，２,０９９時間といった状況となっております。 

 なお，窓口延長せずに定時の対応としている自治体では，欄外に記載のとおり１,８９９時

間となっております。 

 勤務時間改定後におきましても，日曜開庁を継続いたしまして窓口延長サービス時間を確保

してまいります。 

 ②は，５時１５分以降の窓口利用者についてです。昨年の１０月から１２月の３か月間，調

査を行いました。結果につきましては，表の一番下の行をご覧いただきまして，総利用者数が

５万５,２３２人，このうち，午後５時１５分以降の利用者は２０７人，率にして０.３７％で

ありました。 

 次に，３の改正となる条例及び改正内容です。全部で４本の条例が関係いたします。 

 （１）職員の勤務時間，休暇等に関する条例改正では，１週間の勤務時間を４０時間から３

８時間４５分に，１日につき８時間を７時間４５分に改正しようとするものであります。 
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 （２）育児休業に関する条例改正では，これは例のところにありますように，育児短時間勤

務の形態として１日８時間勤務で週３日の出勤とする場合，１週間当たりの勤務時間は８時間

掛ける３日で２４時間となりますけども，これについては週２４時間という規定になっており

ましたが，勤務時間の短縮に合わせまして，７時間４５分掛ける３日ということで，２３時間

１５分というふうに改めようとするものであります。 

 ５ページに移りまして，（３）給与に関する条例改正では，育児短時間勤務，定年前再任用

短時間勤務職員などで，１日の勤務時間が７時間４５分を超えますと，通常職員と同じ単価で

時間外勤務手当を支給するように改正しようとするものであります。 

 （４）会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例改正では，今回，年度途中での勤

務時間の短縮となりますので，会計年度単位で雇用関係を結ぶ会計年度任用職員につきまして

は，令和５年度中は月額の報酬が変わらないように対応をするものであります。 

 ４，施行日につきましては，令和５年７月１日としようとするものであります。 

 勤務時間改定後におきましても，市役所に出向かなくても自宅などからオンラインで手続が

できる電子申請サービスの一層の拡充を図りまして，市民サービスの向上に努めてまいります

とともに，業務改革，ＢＰＲや定型業務の自動化，ＲＰＡなどを推進いたしまして業務の効率

化に努めてまいります。 

 説明は以上です。ご審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○鈴木（道）委員長 これより質疑を行います。質疑ありませんか。大内（健）委員。 

○大内（健）委員 ご説明ありがとうございました。冒頭ご説明がありました８時間から７時

間４５分，働き方改革も踏まえての変更だと思いますが，本市と広島県の坂町だけという形で

最後の最後まで残っていたわけですね。８時間勤務から７時間４５分に変えなかった，８時間

を続けていた理由というのがやはり何かしらあったと思うんですが，その点ご説明をいただけ

ませんか。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 ただいまの勤務時間の８時間から７時間４５分に変えなかった

理由でございますが，今回の勤務時間の短縮については，平成２０年の人事院勧告におきまし

て公務員の勤務時間が１日７時間４５分という勧告がされまして，全国の自治体がこれに合わ

せるように勤務時間を改定してまいりましたが，本市につきましては，東日本大震災などの発

生によりまして，やはり窓口への影響を考慮しまして勤務時間の改定を見送ってきたという状

況でございます。 

○鈴木（道）委員長 大内（健）委員。 

○大内（健）委員 震災等を踏まえてということなんですが，今ご説明にあったように窓口業

務等を考慮してという話ですが，今ご説明あったように，窓口業務，市民サービスの開庁時間，

窓口時間等は逆に見劣りしないというご説明がありましたが，その点のほうをもう一度確認の

意味でご説明お願いします。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 
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○川﨑総務部参事兼人事課長 窓口のサービスの件につきましては，先ほどご説明がありまし

たとおり，日曜開庁が平成１８年から始まりまして，やはり日曜開庁が定着してまいりました

ので，そちらの１日の利用も平日の利用者と変わらない程度の利用がございますので，そうい

った日曜開庁が定着してきたということと，またコンビニ納付などが始まりましたので，夜間

でも証明書等がこちらも取れるようになりました。そういった窓口の市民サービスのほうも

徐々に拡充してまいりましたので，この段階で勤務時間のほうの短縮をさせていただきたいと

考えた次第です。 

○鈴木（道）委員長 ほかに質疑ありますか。薄井委員。 

○薄井委員 今回の勤務時間の変更の条例制定については，市民への周知をするということで

ありますが，実際に今日説明をいただいた内容の中でどこまでの内容を市民に周知するのかお

伺いいたします。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 市民への周知でございますが，こちらは議決をいただいた後，

４月になりましたら早々に掲示等，またホームページ等で周知していきたいと思いますが，中

身につきましては，やはり皆さん，市民の方が関心があるのが窓口が短縮される施設とか，そ

ういったところだと思いますので，そういったところの施設も具体的に提示しながら周知して

まいりたいと思います。 

○鈴木（道）委員長 薄井委員。 

○薄井委員 そうしますと，今回，人事院勧告に基づいて改正して時間が短縮になりますよと

いう，そういうことも付け加えての説明でよろしいんでしょうか。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 そういった内容もございますし，また県内の各市町村でも窓口

が５時１５分ということもございますので，それに合わせるということも併せて周知していき

たいと考えています。 

○鈴木（道）委員長 薄井委員。 

○薄井委員 一番の市民の関心は市民サービスの低下，そこが懸念されるところなので，１５

分短縮されてもサービスの低下につながらないと，そういうふうな説明の文言を入れた上での

周知のほうをお願いしたいと思います。 

○鈴木（道）委員長 ほかに質疑ございますか。宇田委員。 

○宇田委員 本市の窓口サービスの時間が数字で出ておりますけれども，これを見ると，非常

に本市は頑張っていたと，窓口サービスの時間をつくるために。一方で，本市の職員の数とい

うのは県内でも非常に少ないんですよね，住民１人当たりに対する市の職員の数。ということ

は，これまでも非常に職員の残業に頼っていたのか，あるいは薄い人員配置というんですかね，

そういう中でその時間を保ってきたというふうに思うんですけれども，この辺りどのようにお

考えか伺います。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 
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○川﨑総務部参事兼人事課長 やはり５時１５分から１５分長く勤務していたということもあ

りますし，また，その辺の職員体制のほうもやはり充実していきたいと，職員のほうも人数を

増やしていきたいという考えで，採用のほうも増やしてきた次第でございますが，１５分勤務

時間が長いとか，今まで職員にそれだけ長くということで，職員のほうで我慢してきたことも

ございますけども，やはりこのタイミングで標準に戻していきたいという考えで，今回，勤務

時間を短縮する次第でございます。 

○鈴木（道）委員長 宇田委員。 

○宇田委員 日曜日の開庁時間と日曜日の来場数というんですかね，それが物すごく多いんで

すよね。これまでも日曜日は物すごく多くて，１時間待っています，２時間待っていますとい

うような，そういう声も伺っているんです。平日の開庁時間を短くすることでそれが直ちにま

た日曜日の来場というんですか，が増えるかどうかというのはちょっとそれは分かりませんけ

れども，日曜日の職員体制も充実する必要があるというふうに思いますし，日曜日の職員体制

を厚くすると今度は平日が薄くなるというようなジレンマもあるというふうに思いまして，そ

の辺り，今，職員も採用を増やしていくというようなお言葉もありましたけれども，もう一度

その辺りのお考えを伺いたいと思います。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 やはり日曜窓口が定着してきたということで，一応日曜のほう

も人がかなり混雑しているという状況はございます。ただ，今回の延長によりまして，今回調

査しました結果，１５分短縮しても人数的にはそれほど多くはないということになりますので，

その辺，日曜の窓口のほうに影響のほうは少ないと考えてございます。 

○鈴木（道）委員長 宇田委員。 

○宇田委員 調査の結果，日曜窓口の影響は少ないというようなことでしたけれども，今まで

のことを考えても，日曜日のやっぱり待ち時間が非常に長いということは聞いていますので，

日曜日の職員体制を充実するとともに，だからといって平日薄くなってはやっぱりそれは問題

だと思いますので，そういう意味では，今後，職員の補充というんですかね，体制の強化につ

いてはしっかりと取り組んでいただければと思います。 

○鈴木（道）委員長 ほかに。井坂（章）委員。 

○井坂（章）委員 今回の改正案は非常にいいことだなというふうに私は思っております。 

 なぜかというと，もう三，四年ぐらい前から，ほかの自治体の職員さんから，ひたちなかは

何で５時半までいつまでもやっているのよということをよく指摘をされて，もうほかの自治体

と同じように５時１５分で終わるようにしたらいいんじゃないのかというようなことは随分言

われてきました。 

 長時間労働がやっぱり問題になっているとか，そういった時期でもありましたので，たしか

２年ぐらい前に働き方改革ということで１回質問で取り上げたときに，この労働時間について

私は触れなかったんですけど，気持ちの中ではもう早く５時１５分にしたらよかろうというふ

うには思いながらきておりました。そういう意味ではちょっと判断が遅きに失していたのでは
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ないかなというふうに思うんですが，今回はそういう意味ではやっぱり職員の負担軽減にもつ

ながるだろうし，そういう意味でこの内容については全面的にいいことだというふうに思って

おります。 

 以上，意見だけを申し述べておきます。 

○鈴木（道）委員長 ほかに質疑ございますか。大内（健）委員。 

○大内（健）委員 すみません，もう１点ちょっと確認の意味でご質問させていただきます。 

 職員の負担軽減というのも一つ取り入れていかなければならないと思うんですが，その中で，

今，職員の昼休みの時間帯というのはどういう規定になっていらっしゃるんでしょうか。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 昼休みにつきましては正午から午後１時までを基本としており

まして，ただ，窓口等で交代勤務もございますので，その場合はずらして１時間は取っていた

だくということになっております。 

○鈴木（道）委員長 大内（健）委員。 

○大内（健）委員 基本の１２時から１時というのを，茨城県でも今１１時３０分から１時半

の間ですか，そういった形に変更してきております。そういった部分も今後検討していただい

て，職員の方の負担が少ないような形で昼休みの時間帯もきちんとした告知をしていけば，市

民の方も昨今の状況から踏まえれば理解度も深まっているのかなという感じはしておりますの

で，今後の検討事項としてご検討ください。そういう検討する考えがあるのかどうか，庁内で

そういう意見が出ているのかどうか等のご答弁をお願いいたします。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 ただいまの昼休みの件でございますが，やはり職員の働き方改

革ということで，勤務時間全体の働く時間について今人事課のほうでもいろいろ調査をしてい

るところでございますが，昼休みについてもその勤務時間の中でどのように柔軟に取っていく

かということも今後考えていかなければならないと考えておりますので，他市の状況等も調査

しながら考えていきたいと思います。 

○鈴木（道）委員長 ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 質疑なしと認め，質疑を終了します。 

 これより討論を行います。討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 討論なしと認め，討論を終了します。 

 これより採決を行います。本案は原案のとおり可決すべきものとすることに異議ありません

か。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 異議なしと認め，本案は原案のとおり可決すべきものとすることに決定

しました。 
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 次に，議案第３７号 ひたちなか市職員の給与に関する条例及びひたちなか市水道企業職員

の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題とします。 

 提出者の説明を願います。小倉総務部長。 

○小倉総務部長 着座にて失礼します。議案第３７号 ひたちなか市職員の給与に関する条例

及びひたちなか市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例制定

についてご説明を申し上げます。 

 説明資料の６ページをご覧ください。 

 １の改正理由ですが，子ども部が新設をされまして，保育所と幼稚園の事務が同一部署で行

われるということを契機といたしまして，保育所と幼稚園の間のスムーズな人事交流を考慮い

たしまして，給料表の統一を図ろうとするものです。また，職員手当につきまして，周囲の自

治体に合わせ，標準的な支給となるよう，所要の改正を行おうとするものであります。 

 ２，改正の概要ですが，（１）教育職給料表の廃止では，幼稚園に勤務する園長及び教諭に

ついて，令和５年度以降は行政職給料表を適用することとし，教育職給料表を廃止いたします。

なお，廃止となる教育職給料表の適用を受けている職員に不利益が生じないように，経過措置

を設けます。 

 （２）持ち家住居手当の廃止では，現在，持ち家住居手当として月額３,５００円を支給し

ておりますが，県内では本市のみとなっておりますので，これは廃止いたします。 

 （３）通勤手当の変更ですが，本市の通勤手当は国や県内の他市と比べて若干高くなってい

るため，水戸市と同水準に変更することとし，条例で定める規則加算額の上限額というものが

ありますけども，この上限を１万４,０００円から３,０００円に減額をいたします。水戸市水

準に減額するということでございます。 

 ３，改正となる条例及び改正の内容です。 

 （１）職員の給与に関する条例改正では，教育職給料表の廃止，持ち家住居手当の廃止，通

勤手当に係る規則加算上限額の減額を行います。 

 （２）水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例改正では，水道企業職員に係る持ち

家住居手当を廃止いたします。なお，通勤手当につきましては，規程の改正で対応いたします。 

 （３）常勤特別職の給与に関する条例改正は，（１）の教育職給料表の廃止に伴いまして，

引用箇所を削除する整理を行うものでございます。 

 ７ページに移りまして，４，施行日につきましては，令和５年４月１日としようとするもの

です。 

 参考といたしまして，職員諸手当の見直しに関連する事項です。議案第３７号で提案してお

ります持ち家住居手当の廃止及び通勤手当の減額は，職員諸手当について周辺自治体と比較を

して標準的な支給にするための改正であります。このほかに，地域手当について，人事院勧告

により６％の支給が標準とされているところ，現在本市は４％の支給にとどまっているため，

６％の支給に改める改正を行おうとしておりますが，こちら，規則に規定されておりますため，

規則の改正で対応してまいります。 
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 説明は以上です。ご審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○鈴木（道）委員長 これより質疑を行います。質疑ありませんか。宇田委員。 

○宇田委員 幼稚園の職員について行政職給料表を適用することになるということで，不利益

が生じないよう経過措置を設けるとあるんですけれども，これ，経過措置ということは，この

経過措置が過ぎると何らかのやっぱり給料が下がるというようなことになるんでしょうか。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 この経過措置でございますけども，措置が終了ということでは

なくて，これらの対象者が現給保障ということで，現在の給料が下がらないように維持するも

のでございますので，これらの対象者がいなくならない限りこの経過措置が続くということに

なります。 

○鈴木（道）委員長 ほかに質疑ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 質疑なしと認め，質疑を終了します。 

 これより討論を行います。討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 討論なしと認め，討論を終了します。 

 これより採決します。本案は原案のとおり可決すべきものとすることに異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 異議なしと認め，本案は原案のとおり可決すべきものとすることに決定

しました。 

 次に，議案第３８号 ひたちなか市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例制定についてを議題とします。 

 提出者の説明を願います。小倉総務部長。着座にて。 

○小倉総務部長 着座のまま失礼します。議案第３８号についてご説明申し上げます。 

 説明資料の８ページをご覧ください。 

 １の改正理由ですが，人事院による令和４年８月の勧告を踏まえまして，昨年の１２月の定

例会において，市の一般職に係る給料表の月額を平均０.３％を引き上げる条例改正について

議決をいただいたところであります。このため，一般職給料表を基礎としております会計年度

任用職員の給料表の月額について，同様の引上げを行おうとするものであります。 

 ２，改正条例ですが，会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例について，給料表

別表第１を行政職給料表の１級及び２級と同額に改正をしようとするものです。 

 ３，施行日については，令和５年４月１日であります。 

 説明は以上です。ご審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○鈴木（道）委員長 これより質疑を行います。質疑ありませんか。宇田委員。 

○宇田委員 会計年度さんの給料を上げるということは，これは大賛成です。そこで，対象と

なる会計年度任用職員の人数はどれくらいになるでしょうか。 
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○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 今回の給与改定によりまして，会計年度職員の全職員が対象と

なりますので，当初予算の予定人数につきましては１,１１４人となってございます。 

○鈴木（道）委員長 宇田委員。 

○宇田委員 それで，正職員が１,０００人弱，九百四，五十人だというふうに思うんですけ

ども，会計年度任用職員が正職員を超えて１,０００人を超えているということでは，会計年

度ですから，給料が若干上がったとはいえ，１年単位の非常に不安定な雇用形態であるという

ことで，そういう不安定な雇用形態の方たちに正職員を超える数の人数で公務を担っていただ

いているということについては問題を感じるところですね。公務というのは基本的には任期の

定めのない職員によってなされるべきだというふうに思いますけれども，その辺りのことにつ

いてのお考えを伺います。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 会計年度任用職員につきましては正職員の補助的な業務を基本

的に行うということですので，やはり常勤の正職員が行わなければならない業務についてはそ

この正職員で確保しながらやっていきたいという考えでございますので，やはりその辺の正職

員の必要な人数，そういったものを確保してまいりたいと考えています。 

○鈴木（道）委員長 宇田委員。 

○宇田委員 しっかりと正職員を増やしていくという形で今後も職員の体制強化に努めていた

だきたいと思います。 

○鈴木（道）委員長 ほかに質疑ありますか。井坂（章）委員。 

○井坂（章）委員 会計年度の職員の方の給与ですので，非常に私が関心があるのは，１時間

当たりの金額ですかね，要するに賃金額というのは，県の定めた最低賃金よりは少し上だとは

思うんですけど，お幾らで設定をしているのか，その辺を聞きたいと思います。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 会計年度の時間の単価にいたしますと，事務補助という職務で

すと，こちらが今，時間単価，今回の改定によりまして９３２円ということになっております

ので，ただいまの県の最低賃金９１１円は上回るものとなってございます。 

○鈴木（道）委員長 井坂（章）委員。 

○井坂（章）委員 ありがとうございます。いろいろ条件があるのかもしれませんけど，ほぼ

全員がこの金額ということで，そう理解してよろしいんですか。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 ただいまの事務補助のこの金額ですが，こちらが一番の最低の

金額となってございますので，それぞれの職務の内容，保育士だったり調理員だったり保健師

だったり，そういった専門職の場合ですと，この金額より単価は上がってまいります。 

○鈴木（道）委員長 ほかに質疑ありますか。大内（健）委員。 

○大内（健）委員 先ほどご説明ありました会計年度職員１,１１４人，これ，周辺の自治体
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と比べて，正職員よりも会計年度職員が多いような状況，それと，昨今も報道等でもされてい

ますように，会計年度職員のブラック化とも言われているような報道もあります。そういった

点を踏まえて，当市の会計年度職員の数というのはどういうお考えをお持ちになっていますで

しょうか。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 会計年度，今回，正職員より多いということもありますので，

そこは，先ほど言いましたとおり，ちゃんと職員がやらなければならない仕事はやはり正職員

で人数を確保するということが基本になりますので，会計年度のほうの人数については正職員

に対して割合が増えてございますので，やはりそこは正職員のほうで増やしていって，適正な

会計年度の人数にしていきたいと考えてございます。 

○鈴木（道）委員長 大内（健）委員。 

○大内（健）委員 近隣の自治体と比べて比較といいますか，そういったのはやられています

か。どういう状況になっているか，把握している範囲で結構ですけど。 

○鈴木（道）委員長 川﨑総務部参事兼人事課長。 

○川﨑総務部参事兼人事課長 ほかの市町村の状況でございますが，本市の場合，会計年度職

員が調理員，また保育士とか，あとは介助員，そういったところがかなり人数を占めてござい

ますので，単純に他市の会計年度の人数とも比較ができないところでございます。本市の特徴

として，そういったところに厚く支援を行っているところでございますので，なかなか他市の

状況とも単純に比較もできないところでございます。 

○鈴木（道）委員長 よろしいでしょうか。ほかに質疑ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 質疑なしと認め，質疑を終了します。 

 これより討論を行います。討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 討論なしと認め，討論を終了します。 

 これより採決します。本案は原案のとおり可決すべきものとすることに異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 異議なしと認め，本案は原案のとおり可決すべきものとすることに決定

しました。 

 次に，議案第４１号 ひたちなか市基金条例の一部を改正する条例制定についてを議題とし

ます。 

 提出者の説明を願います。森山企画部長。 

○森山企画部長 着座にて失礼いたします。それでは，議案第４１号 ひたちなか市基金条例

の一部を改正する条例制定についてご説明申し上げます。 

 議案書の３ページ，新旧対照表をお開き願います。 

 新旧対照表の表中にございます「新」の欄に記載をしておりますとおり，今回，基金条例の
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別表の末尾に「ひたちなか市魅力あるまちづくり基金」及び「ひたちなか市まち・ひと・しご

と創生基金」の２つの新たな基金を加えようとするものでございます。 

 内容につきましては，あらかじめお配りさせていただきました資料，Ａ４縦長の両面刷りの

ものでございます。こちらに基づいて説明をさせていただきます。 

 まず１点目といたしまして，ひたちなか市魅力あるまちづくり基金についてご説明いたしま

す。 

 ページの一番上の表にございますとおり，基金設置の目的につきましては，本市のまちの魅

力向上及び魅力発信に関する事業を円滑に推進するための積立てを行おうとするものでありま

す。また，積立ての額につきましては，１つに市長が必要と認めた金額，並びに２つ目としま

して，当該基金の目的に沿う寄付金の額であります。そして，処分，いわゆる取崩しにつきま

しては，基金の設置目的に沿った事業に要する経費の財源に充てるときとしております。 

 次に，本基金に積み立てようとする寄付金でございますが，現在，ふるさと納税個人版に係

る寄付金につきましては，このページの一番下の表にございますように，市が指定いたしまし

た１２の使途に応じて募集をしておりまして，収入後はそれらの使途に対応する８つの既にあ

る基金に積立てをしております。この使途のうち，市長に一任を指定した寄付金につきまして

は，昨年度までは湊鉄道線振興基金に積立てをしておりましたが，条例改正後は本基金に積立

てをし，先ほどご説明申し上げた基金の設置目的に沿った事業実施の経費財源に充当しようと

するものでございます。 

 続きまして，このページ，参考としてあります中段の表と一番下の表についてでございます

が，まず中段の表，ふるさと納税個人版の寄付金額及び件数についてでありますが，本年度の

ふるさと納税個人版に係る寄付につきましては，本年２月２８日現在，寄付金額２億３,４４

１万１,０００円で，一番下の欄にございますように前年の２.２倍，寄付件数は１万３,３７

１件で前年の２.２１倍となっております。 

 次の表でございますが，令和４年度における寄付の使途別の寄付金額，件数及び充当予定基

金について記載をしております。表の上から２つ目，市長に一任を指定した寄付についての記

載でありますが，２月末現在で寄付金額は３,５９１万円，全体の額からすると１５.３％とな

ります。そして，寄付件数は１,９５９件，全体の件数からいたしますと１４.７％となってお

ります。 

 次に，最後の行に記載をさせていただいております令和４年度における本基金への積立て予

定額につきましては，ただいまご説明いたしました市長に一任を指定した寄付金３,５９１万

円の積立てを予定しております。なお，この額は２月末現在の額でありますことから，最終的

には若干増加すると見込んでおります。そして，資料には記載はしておりませんが，新年度の

当初予算における当該基金への元金積立ては，今年度の実績から見積もりまして，４,３００

万円を計上させていただいております。 

 それでは，資料の裏面に移らせていただきます。 

 続きまして，２点目のひたちなか市まち・ひと・しごと創生基金についてご説明いたします。 
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 基金設置の目的は，企業版ふるさと納税に係る寄付金等を活用した地方創生に関する事業を

円滑に推進するための積立てを行おうとするものであります。ただいまの点，ちょっと口頭で

補足をいたしますと，企業版ふるさと納税につきましては，地域再生法の規定によりまして国

の認定を受けた地域再生計画に位置づけられた事業に対して企業からの寄付を受けることで地

方創生の取組をより一層推進していこうとするものであります。本市においては，ひたちなか

市第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置づけられた事業が対象ということになります。 

 次に，積立ての額に移らせいただきます。積立ての額ですが，１つとして市長が必要と認め

た金額，並びに２つ目として当該基金の目的に沿う寄付金の額であります。そして，処分，取

崩しにつきましては，基金の設置目的に沿った事業に要する経費の財源に充てるというもので

あります。 

 次に，本基金に積み立てようとする寄付金につきましては，企業版ふるさと納税による寄付

金のうち，寄付を受領した年度の次年度以降に実施をしようとする事業に要する経費の財源に

充てようとする額ということになります。 

 そして，その他の欄で企業版ふるさと納税に関して内閣府が示しております主な規定を抜粋

させていただいております。 

 まず１つ目ですが，受領した寄付金を次年度以降の事業に充当しようとする場合には，専用

の取崩し型の基金を創設して適正に管理・執行していくこととされております。この点，少し

口頭補足いたしますと，基金条例の記載内容につきましては事前に内閣府への提出が求められ

ておりまして，本基金につきましても内閣府の事前確認を受けております。 

 そして，２つ目は，寄付金を基金に積立てをする場合，その積み立てる寄付金が占める割合

を１０割未満とするということであります。 

 そして，次に参考の欄でございますが，こちら，本年度の寄付実績を記載させていただいて

おります。令和４年度は，２月末現在で，記載のとおり，３社より１億４０万円の寄付を頂い

ております。充当する事業やその金額につきましては，充当する年度も含め，企業側と十分に

調整した上で決定をしております。 

 最後に，令和４年度におけます本基金への積立て予定額についてでありますが，ＪＸ金属株

式会社からの寄付金１億円のうち，今年度の事業に充当を予定する２００万円を除く９,８０

０万円を本基金に積み立てようとするものであります。 

 なお，一番上の表のその他の欄の２つ目でご説明をしましたとおり，企業版ふるさと納税に

よる寄付金を基金に積み立てる場合は，その積み立てる寄付金が占める割合を１０割未満にす

ることが内閣府から求められておりますので，当該寄付金９,８００万円に加え，市長が必要

と認めた金額１,０００円を積み立てて，合計９,８００万１,０００円を積み立てようとする

ものであります。 

 説明は以上です。ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

○鈴木（道）委員長 これより質疑を行います。質疑ありませんか。宇田委員。 

○宇田委員 企業版ふるさと納税と個人のふるさと納税との違いは，企業版ふるさと納税にお
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いては行政と企業との癒着のおそれ，行政が企業の意向でゆがめられるおそれがあるというこ

とで，その点に関しては，この制度を始めるに当たって政令で経済的利益の供与の禁止という

ことが定められ，あらかじめ企業にも自治体にもくぎを刺しています。 

 そこで，経済的利益の供与の禁止とされているとはいえ，それはどのように実効性が担保さ

れるのか伺います。 

○鈴木（道）委員長 井上企画部参事。 

○井上企画部参事 ご質問にお答えいたします。 

 今，議員のご質問にもございましたとおり，寄付を行う法人に対する経済的な利益供与につ

きましては，地域再生法の施行規則，こちらのほうに規定されておりまして，禁止されており

ます。この規定に反しますと，本市の地域再生計画の認定が国から取り消される可能性がござ

います。そうなりますと，経済的な利益供与を行った企業のみならず，本市に寄付をしたほか

の企業の企業版ふるさと納税に係る税額控除の特例も受けられなくなるということになってし

まいます。 

 実効性の担保ということでのご質問でございますけども，まずは法令遵守，これにつきまし

ては市として当然でございます。加えまして，このような国による制約の有無にかかわらず，

この企業版ふるさと納税の運用がある寄付かどうかにかかわらず，市といたしましては，企業

からご寄付を受けた場合には，その企業との間において適切な関係を保っていくということは

市として当然の責務だというふうに認識しておりますので，そういったことでしっかりと対応

していきたいというふうに考えております。 

○鈴木（道）委員長 宇田委員。 

○宇田委員 そういう決意が述べられたわけですけども，議会としてもチェックしていく必要

があるというふうに思っております。その場合，企業版ふるさと納税は，寄付企業名，寄付金

ともに非公表も可能だとされておりまして，その場合，議会においてチェック機能はどのよう

に担保されるのか。これは議会の側の問題だと思うんですけれども，その点，何かあればお伺

いいたします。 

○鈴木（道）委員長 井上企画部参事。 

○井上企画部参事 議員ご指摘のとおり，企業側のご意向によりまして，企業名とか寄付金に

ついては非公表にできるという立てつけになってございます。議会のチェック機能の担保とい

うことのご質問でございますので，企業版ふるさと納税の寄付金があった場合には，必要に応

じまして補正予算という形で議会のほうに補正予算を計上して議会のほうにお諮りしていくと

いうことも当然ございますし，また決算は必ずできますので，監査を受けた上で決算委員会

等々，ご審議をいただくということになるというふうに考えております。 

○鈴木（道）委員長 宇田委員。 

○宇田委員 分かりました。自治体と企業とのパートナーシップというのは非常に意味がある

ことだと考えますが，企業版ふるさと納税を進めるに当たっては，禁止事項を厳格に遵守し，

自治体の主体性が損なわれないことが大切だと考えます。この点，またお考えがあれば伺いま
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す。 

○鈴木（道）委員長 井上企画部参事。 

○井上企画部参事 繰り返しのご答弁になってしまいますけども，この企業版ふるさと納税の

寄付の適用があるかどうか，そういったことにかかわらず，市としましては，企業からのご寄

付を受けた場合には，その企業との間において適切な関係を保っていくということは行政とし

ての責務だというふうに認識しております。その上で，この企業版ふるさと納税，これを十分

に活用した企業とのパートナーシップによる地方創生，こういった取組をより一層進めていき

たいというふうに考えています。 

○鈴木（道）委員長 ほかに質疑ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 質疑なしと認め，質疑を終了いたします。 

 これより討論を行います。討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 討論なしと認め，討論を終了します。 

 これより採決を行います。本案は原案のとおり可決すべきものとすることに異議ありません

か。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 異議なしと認め，本案は原案のとおり可決すべきものとすることに決定

しました。 

 以上で議案の審査を終了します。 

 次に，新たに付託されました請願１件，陳情１件の審査を行います。 

 初めに，請願第３５号 「安保関連３文書」の閣議決定の撤回を求める意見書提出を求める

ことについてを議題とします。 

 請願書につきましては，お手元に写しを配付しております。 

 請願第３５号について，事務局職員に朗読をさせます。佐藤主幹。 

（事務局朗読） 

○鈴木（道）委員長 それでは，何かご意見等がありましたら発言を願います。宇田委員。 

○宇田委員 この請願書の中にあります安保関連３文書，これは我が国をめぐる安全保障環境

が変化したのだから，戦後の我が国の安全保障政策を大転換するというふうに書いてあるんで

すけれども，そんな大転換を一片の閣議決定で定めてしまったということは大問題だと私も思

います。 

 今，国会で来年度の政府予算案が審議されていますが，ここで閣議決定された安保関連３文

書の中身に沿って，防衛予算が昨年度の１.２５倍の６.８兆円，防衛関係費まで含めると既に

１０兆円を超える予算となっていて，これほど防衛予算が増えているために，他の社会保障だ

とか教育予算は必要なだけの予算がつかずに圧縮されていると，これが来年度の政府の予算案

ということになっています。 
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 そして，何のためにそんなに膨大な防衛費が必要なのかというと，当初，敵基地攻撃能力と

国の側も言っていたんですけど，そう言ったらとても反発が大きかったので，後から反撃能力

という言い方に変えましたけれども，要するに敵の基地を攻撃できる能力を持つということで，

これは敵の全てのミサイル基地や司令部や軍事施設などを一斉に破壊するほどの攻撃力を日本

が持つということになります。 

 これは本当に専守防衛を逸脱したことで，憲法に違反していると。こういう中身の安保関連

３文書は撤回を求める意見書，本議会としても意見書を提出すべきだというふうに考えており

ます。 

○鈴木（道）委員長 ほかにご意見はございますか。加藤委員。 

○加藤委員 まず，今回の改定の背景を見ますと，まず一つには，北朝鮮ミサイルの技術の向

上，そしてロシアのウクライナの侵略，また中国が軍事力を年々増強いたしまして，東シナ海

や南シナ海などの海洋進出の動きも活発になるなど，日本周辺の国々の軍事動向を見てみます

と，安全保障環境が厳しさを増しているということがあると思います。その中で，国民の命と

平和な暮らしを守るためには，防衛力を強化し，抑止力を高めることが必要であるというふう

に思います。 

 反撃能力を認めたとありますけれども，この反撃能力は相手からのミサイル攻撃を想定した

考え方でありまして，ミサイル迎撃をするだけでなく，相手ミサイル発射基地に対して反撃す

る力であります。反撃能力を保有することによって相手に日本攻撃をためらわせる，言い換え

れば，攻撃を抑止するということが目的であるということであります。 

 そしてまた，専守防衛を逸脱するとありますが，これは我が党公明党の主張もありまして，

国家安全保障戦略には平和国家として憲法及び国際法の範囲内で専守防衛に徹すること，先制

攻撃は許されないことが明記をされております。 

 また，財源の確保につきましては，財源は歳出削減を優先いたしまして，決算剰余金なども

活用，それでも足りない場合には法人税，所得税，たばこ税で賄うこととなっておりまして，

今すぐ国民に対して大増税や国債発行により暮らしを直撃するものではないというふうに理解

をしております。 

 最後に，外交努力や交渉等によって東アジアを戦争のない地域にすることが必要であるとあ

りますけれども，この３文書の改定では防衛力の強化が打ち出されましたけれども，それには，

外交力の強化とともに，その裏づけとなる防衛力，抑止力の強化が必要という考え方が大前提

でありまして，国家安全保障戦略には総合的な国力を用いて日本を守るための戦略的な対応を

進める方針が掲げられておりますけれども，その第１が外交力であり，防衛力は第２と明記さ

れていることであります。 

 以上のことから，安保関連３文書は国民を犠牲にするものではないと判断をいたしまして，

閣議決定の撤回を求める意見書提出の必要はないものと考えます。 

○鈴木（道）委員長 ほかにご意見ございますか。薄井委員。 

○薄井委員 今回の３文書の改定に背景には，日本を取り巻く安全保障の環境を不安定化させ
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ていると，そういう状況が深く関わっていると思われます。こうした情勢を踏まえた上での国

としての必要最小限度の自衛の措置を定義しまして，専守防衛の考えに変わりはないことを前

提として，このたびの安保関連３文書の閣議決定は必要不可欠な措置であると考え，今回の請

願は不採択すべきであるというふうに考えます。 

○鈴木（道）委員長 ほかにご意見ございますか。宇田委員。 

○宇田委員 安全保障環境が変化したということはいろいろあると思います。そういう中で必

要最小限度の防衛力といいましても，この安保３文書の中で言っていること，そして今，国会

で予算がつけられている防衛予算で何をするのかと言ったらば，先ほども言いましたけれども，

敵，敵というのは中国とか北朝鮮とかロシアとか想定しているわけですけども，そっちに向け

て何百発もミサイルを配備するという計画なんですね。 

 日本は既に集団的自衛権の行使を容認しておりまして，日本がたとえ攻撃されていなくても，

同盟国であるアメリカが例えば台湾有事とかといって中国と戦争状態になれば，日本は全く関

係ないけれども，アメリカと一緒になって例えば中国にミサイルを飛ばすと，これもう明らか

に先制攻撃になるわけですよね。そして，日本が相手国を攻撃すれば必ず日本も反撃されると

いうことになって，政府はそういうことも十分想定しているんですね。日本が相手国を攻撃す

れば日本も攻撃対象になると。そのために，日本にある自衛隊基地を地下に潜らせようとか強

靭化しようという，そういう計画まで立てて予算も立てようとしています。 

 これは明らかに日本を守るものではないし，この安保関連３文書で言っている中身というの

は日本を守るものでもないし，専守防衛でもないというふうに思いますので，これは閣議決定

は撤回すべきだと私は思います。 

○鈴木（道）委員長 ほかにご意見。井坂（章）委員。 

○井坂（章）委員 なかなか難しい問題ではありますけれど，一つは，昨年の秋の臨時国会の

後に岸田首相は安保関連３文書，これを出してきているということで，本来ならば国会で議論

をして，そしてこれが増税を含むものなのか，反撃能力というのは必要なのかというのは議論

をちゃんとした上で示していけばいいんですけれども，それをやらないで，終わってからぱっ

と出すと。数の力は圧倒的に国会で通ってしまいますので，そういうのを見越した上で出して

きているというところにこの問題の本質が隠されているというような気がします。つまり，国

民的議論を避けて，閣議決定で決めて，国民に問題点を知らせないで通過させようという，こ

れがどうも見え見えなんですね。そういう意味で，これは非常に問題のある文書だというふう

に思っています。 

 安全保障は私は必要だというふうには思っています。だけれども，このような形の出し方と

いうのはやっぱり姑息的なやり方だなというふうに思っておりまして，認めるわけにはいかな

い。確かに北東アジアを取り巻く環境は，有事体制がいろいろ起こるような環境にあるという

のは感じておりますけれど，だからといって，憲法９条で禁じている専守防衛を逸脱して敵基

地攻撃をやるということについては，これは明らかに憲法違反だというふうに思います。なぜ

かというと，やられる前にやってしまおう，これはもう先制攻撃なんですよ。だから，このこ
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とをきちっと押さえないといけない。 

 今，ほかの委員から言われたように，情勢が変わっているんだから必要なんだと，防衛力強

化だと，それから抑止力効果だというふうに言われておりますけれど，基本的な憲法から見て

どうなのかという点から見ると，それはやっぱりちょっと論外なんだよね。やっぱり憲法に基

づく判断というのが必要なのであって，今回のこの３文書はやっぱり撤回をすべき筋のもので

あるというふうに私は思っています。 

 一つ例を挙げると，岸田首相がアメリカに行って，トマホーク４００基を買うというような

ことを約束をして帰ってきましたけど，そのために２,１１０億円ほどの予算を使わなくちゃ

いけない。しかし，トマホークを買っても，発射台の整備なんてできていない。ミサイルを飛

ばすための技術なんかを持っていない。そんな状況で何でこれを用意するんだということを考

えると非常に矛盾の多い状態なので，こういう中で戦争に突入してしまうという危険性をはら

んでいるので，これはやっぱり請願の趣旨は当たっているなというふうに思うわけであります

ね。私の意見です。 

○鈴木（道）委員長 ほかにご意見ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 それでは，一旦暫時休憩いたします。 

午前１１時１１分 休憩 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

午前１１時１２分 再開 

○鈴木（道）委員長 それでは，再開いたします。 

 それでは，請願第３５号について，これより討論を行います。討論ありませんか。宇田委員。 

○宇田委員 請願第３５号 「安保関連３文書」の閣議決定の撤回を求める意見書提出を求め

ることについて，採択すべきとの立場から討論します。 

 安保関連３文書は，戦後の日本の安全保障政策を根本から変えるような内容であるにもかか

わらず，政府による一片の閣議決定で決めてしまったこと，安保関連３文書に基づき膨大な防

衛予算が来年度の予算案として今国会で審議されており，社会保障や教育など，一人一人の国

民のための予算は圧縮されております。 

 本議会として国の来年度予算が決まる前に安保関連３文書の閣議決定撤回を求める意見書を

提出する必要があることから，本請願は採択すべきと考えます。 

○鈴木（道）委員長 ほかに討論ございますか。薄井委員。 

○薄井委員 今回，国は，昨年１２月に外交防衛政策の基本方針の国家安全保障戦略など，安

全保障関連の３文書を改定し確認決定をいたしましたが，今回の３文書の改定の背景には，近

年の国際情勢の厳しさが深く関わっており，特に日本取り巻く環境においては，安全保障の環

境を不安定化させる状況であると思われます。こうした状況，情勢を踏まえた中で，これまで

の安保政策を見直すことに乗り出す必要があったということは，一定の理解を示すものであり

ます。 
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 国としては必要最小限度の自衛の措置と定義しており，専守防衛の考えに変わりはないこと

を前提としていることから，今回の安保関連３文書の閣議決定は必要不可欠な措置であると考

え，今回の請願３５号は不採択すべきものと考えます。 

○鈴木（道）委員長 ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 討論なしと認め，討論を終了します。 

 これより採決します。本件は採択すべきものとすることに賛成の委員の起立を願います。 

（賛成者起立） 

○鈴木（道）委員長 起立少数です。よって，本件は不採択とすべきものとすることに決定し

ました。 

 次に，陳情第３６号 市報ひたちなか及び防災マップの全世帯配布を求めることについてを

議題とします。 

 陳情書につきましては，お手元に写しを配付しております。 

 陳情第３６号について，事務局職員に朗読をさせます。佐藤主幹。 

（事務局朗読） 

○鈴木（道）委員長 それでは，何かご意見等がありましたら発言を願います。深谷委員。 

○深谷委員 これまでも配布方法ということで，時代とともにというのは恐らく，この陳情書

にも書いてありましたけど，現状という意味で，我々もよくコンビニとか銀行とか，いろんな

ところに市報なり情報雑誌等があるのは何か把握しているんですけど，今もし，もしというか，

現状で，自治会以外の配布とかＳＮＳのアクセスとか，そういう状況が分かれば，まず最初に

お聞きしたいと思います。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 ご質問にお答えしたいと思います。 

 現在，自治会以外で配布しておりますのは，まず，直接紙ベースで取っていただくために，

公共施設やスーパー，郵便局の窓口等に市内６５か所において配布をさせていただいておると

ころでございます。また，デジタル化の対応といたしまして，市のホームページに市報の掲載

をするほか，パソコンやスマートフォンでの閲覧の容易さのために，最近，電子書籍化をして

見やすくして提供しているところでございます。 

○鈴木（道）委員長 深谷委員。 

○深谷委員 ちょっと分からないかもしれないですけど，紙ベースで６５か所で大体どのぐら

いの部数を置いているかというのがもし分かれば。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 紙ベースで６５か所に置いているものは，約３,０００部

を置いております。 

○鈴木（道）委員長 深谷委員。 

○深谷委員 一緒に聞けばよかったです。デジタル関係の電子書籍，今，アクセス数とかって
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もし分かれば。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 申し訳ございません，まだきちんと把握していないので，

ここでお示しする数字はございません。申し訳ございません。 

○深谷委員 ありがとうございました。 

○鈴木（道）委員長 大内（健）委員。 

○大内（健）委員 ただいまの同僚議員の質問に合わせてなんですが，まず紙ベースで６５か

所に３,０００部置いてある。その３,０００部置いた部数でどれくらい持っていっていただい

ているか。実際に残っている部数を確認すればどれくらい消化されているかというのが分かる

と思うんですが，その点は把握していらっしゃいますでしょうか。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 こちらについても，申し訳ございません，残ったものにつ

いてはそれぞれのところで廃棄していただいてしまっておりまして，残った数の把握はしてお

りません。 

○鈴木（道）委員長 大内（健）委員。 

○大内（健）委員 置くことよりも，どれくらいなくなっているかというのがやはり大事だと

思うんですよね。しっかりそれは把握できることだと思いますので，今後のためにも，どれく

らい消化されてどれくらい残っちゃっているのかというのをきちんと把握すべきだと思います

ので，よろしくお願いします。 

 現在，自治会加入率が５３％，令和５年１月時点です。４７％が自治会に加入していないよ

うな状況で，これは本市ならず，近隣の，近接の市町村も自治会の加入率というのは大変問題

になっております。実際，予算委員会でも質問したように，クリーンセンターが土曜日，昨年

１０月から予約化されているんですよね。そういったのも，やはりそれだけごみを直接クリー

ンセンターに持っていく方も増えていると。ごみステーションの問題等も増えていると思いま

す。 

 今，６５か所に置いて，デジタル化していますよね。その啓蒙啓発，つまり自治会に加入し

ていない方に，こういった場所にあるんですよ，こういうデジタル化をしているんですよとい

う啓蒙啓発運動はどういう形をやられていますか。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 なかなか市報も取っていただかない，あるいはデジタルも

できないという方にお知らせするというのは非常に難しいというふうに考えております。今な

かなか取組ができていないので，今後，ほかの市町村さんもそういう同じ問題を抱えていると

思いますので，そういうところにも学びながら周知の方法について検討したいというふうに思

います。 

○鈴木（道）委員長 大内（健）委員。 

○大内（健）委員 今までの質問で，同じなんですが，防災マップの件で質問させていただき
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たいんですが，やはり防災マップが各世帯，各市民に行き渡っていない，そういった部分の把

握というのはしていらっしゃるかどうか。特に，本市は海に隣接，隣接というか，海があるわ

けです。海抜何メートル，そういった津波のための，私なんかは沿岸部に住んでおりますので，

やはり津波対策というのは非常に避難場所として大事なんですよ。当初，海抜何メートルとい

うのを出したときに，意外と，市民の皆さん，分からない方がいっぱいいらっしゃったんです。

ああ，そういうのあるのと。じゃ，何々小学校は海抜何メートルとか，何々中学校は海抜何メ

ートル，避難場所はここですよ，そういうマップは初めて見たよという方が結構いらっしゃっ

たんですよ。やはりそれも自治会だよりの配布であって，市民全体に伝わっていなかった経緯

もあったと思いますが，時間がたつにつれ，執行部のご努力もあって，だんだん行き渡っては

きていると思うんですが，そういった点，そういう防災とか危機管理上のものをどういうふう

に市民全員に伝えるのか，渡すのか，そういった努力というのはどういうふうになされていま

すでしょうかね。 

○鈴木（道）委員長 鈴木生活安全課長。 

○鈴木生活安全課長 ただいまのご質問にお答えします。 

 防災マップにつきましては，やはり市民の安全安心のためには必ず必要なものというふうに

捉えています。情報の捉え方として情報の入手の仕方をあらゆる手段を通して伝達させること

が大事だというふうに考えております。今，市報の配布と同様に，当然配布の方法は一緒には

なりますけれども，それと同時に，市民課窓口，あとは支所の窓口で，転入者に対しては手続

の際に必ず配布することということにしております。当然，各施設，小学校，高校，保育所，

幼稚園，郵便局，警察，消防，それと大型のスーパー，あとは高齢者がいらっしゃる医療機関

や福祉施設，要配慮者施設等におかれまして，防災マップを郵送して施設内での掲示をお願い

しているところです。 

 それとともに，防災のほうの意識があられる団体等につきましては，毎年，市政ふれあい講

座のほうを行っております。令和４年度の実績としては５回ほど行っていまして，福祉団体で

ありますとか，あとは小学校の生徒さんに対して，それと自治会等，これらに対して約３００

名に対して今年度は配布しているところです。 

 以上になります。 

○鈴木（道）委員長 大内（健）委員。 

○大内（健）委員 ありがとうございます。様々なご努力は分かりました。ただ，現状は自治

会加入率が５３％という状況の中，やはり命に関わるそういう防災マップ，津波対策等のもの

は，やはり全員に行き渡るようなものというのは今後慎重審議していかなくちゃいけないもの

なのかなと思いますので，ご努力のほうは十分分かりましたので，また課題でもあるのかなと

考えております。 

 以上です。 

○鈴木（道）委員長 井坂（章）委員。 

○井坂（章）委員 陳情で言われていることは重く受け止めなくちゃいけないかなというふう
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に思っています。これは予算委員会でも私は発言をさせていただきましたけれど，貴重な，重

要な市の情報が行き渡らないことについてやっぱりどう考えるかというのが一つあると思うん

です。これはやっぱり役所側としても，行き届かない部分について今のままでいいとは思って

いないと思うんですけれど，その点は，６万２,０００世帯はありますよね，しかし配布して

いるのは，市報の配布は４万６,０００世帯でしたかね，自治会を通して。自治会そのものも

今はとにかく高齢化によって脱会する人が増えているという現状の中で，もう情報が届かない

人が多数いらっしゃるということを踏まえると，やっぱり何か抜本的な対策が必要な気がする

んですけれども，まずその辺のところの考え方をお聞きしたいと思っています。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 市からの情報が市民の方に届く，これは間違いなく重要な

ことでございますので，そのことにつきましては市報なり，あるいはデジタルを通してお伝え

していくことが責務であるというふうに感じているところでございます。 

 先ほどお話があった自治会配布につきまして，今，４万１,０００部ほどになりますので，

本当に足りないという状況がございますので，今後も取り組んでいきたいと思います。特に，

紙ベースで欲しい方は，高齢の方とか，そういう方では多いと思いますので，そういう方に届

くようなシステムとして，今も行っております配置をする箇所を増やしたり，そういったこと

についても取り組んでまいりたいというふうに考えているところでございます。 

○鈴木（道）委員長 井坂（章）委員。 

○井坂（章）委員 ありがとうございます。確かに，関心のある方は病院に行くとか郵便局に

行く，あるいはコミュニティセンターへ行ったときに持ってくるというふうに思いますけれど，

必ずしも全てそれでカバーできているわけではないので。ＳＮＳだとか，そういうことを通じ

ての情報の入手の仕方も今普及はしているけれども，それから縁の遠い人が相当いらっしゃる

ということもやっぱり事実として認めなければいけないんじゃないかというふうに思うんです

ね。 

 そういう意味で，この中で言われているように，前から市報が全世帯に行き渡っていないと

いうのはやっぱり議論になってはいたんです。そのことにする対案というのがなかったわけで

ありまして，この陳情の中にあるのは，日立市の例を挙げてはいますけど，例えばそういう配

達員制度みたいなのをつくることによって全世帯配布できる体制だとか，そういったことも考

えていかなければいけないんじゃないかというふうには思うんですけれども，その点はいかが

ですか。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 日立市の例につきましては，新たな取組ということで，ま

たほかの市町村さんでもやっていないようなやり方でしたので，昨年の７月に教えていただき

に行ってお話を聞いてまいりました。面白い取組だなというふうに思っておりまして，たくさ

んの方に配布できるような取組ですので，参考にしていきたいというふうに思います。 

 また，ほかの市町村さん，自治会配布をしている市町村さんは非常に多くて，県内でも三十
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数市町村さんが自治会配布をしているということで，私どもと同じような境遇といいますか，

状況になっているのかなというふうに思いますので，そういったところのほかの取組もあるか

と思いますので，そういったものも参考にして，今後検討していきたいなというふうに考えて

いるところでございます。 

○鈴木（道）委員長 ほかにご意見ございますか。宇田委員。 

○宇田委員 改めて確認したいんですが，先ほども課長のほうで市から情報を届けるのは責務

であるというようなこともおっしゃったんですけれども，改めて，この陳情書の中にも書かれ

ているんですけれども，市からの情報を受け取ることは住民の権利であり，市の責務であると

いう，まずその前提に立っているということでよろしいんでしょうか。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 市から情報をお届けするのは当然市がやらなければならな

いことですので，そういう立場にいるというふうに考えております。 

○鈴木（道）委員長 宇田委員。 

○宇田委員 その前提に立っているということが確認できた上で，この陳情者の方ももう長年

思いを，全戸配布が必要なんだということを言っていても改善されないということで，今回，

陳情書という形で出しているわけですけれども，そのことについて，長年改善されない，一方

ではデジタルの進展によってＳＮＳとか努力はしているんですけれども，でも，全世帯に配布

という，全市民が情報を知るというところまでいっていないということに対してどのようにお

考えか伺います。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 全員の方に市報なりそういったもので，あるいはデジタル

で読んでいただくというのを今は取り組んでいくというふうな時代であるというふうに思いま

す。紙で読みたい方には紙で読んでいただくのが広報だと思いますし，若い方なんかはもう紙

要らないというような意見も私どものほうにも届いている部分もございますので，そういった

ものをミックスしながら対応していきたいというふうに考えております。 

○鈴木（道）委員長 宇田委員。 

○宇田委員 本当にいろんなやり方でいいと思うんですけれども，とにかく全市民の方が情報

を受け取ることができるということを早急に検討していただきたいと，それはもう責務である

という立場に立っているということなので，ぜひお願いしたいというふうに思っているんです。

これはできそうだとかできなさそうだということじゃなくて，もうやらなければならないこと

だということで取り組んでいただきたい。ここでは市報と防災マップというふうにあるんです

が，市報はもう２週間に１度次々情報が更新されていく情報でありまして，防災マップのほう

は一度出せば改訂版が出るまで１年とか２年とかそのもので使っていけるということなので，

配布体制というのは当然違ってくるだろうというふうに思っておりますので，それぞれに適し

た，特に重要なのは，２週間に１度出される市の情報を全ての市民に知らせるということはも

う早急に検討していただきたいというふうに思いますけれども，もう一度，早急にという点で
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お考えを伺います。 

○鈴木（道）委員長 斉藤市長公室長兼広報広聴課長。 

○斉藤市長公室長兼広報広聴課長 先ほど申し上げたとおり，紙ベースであるとかデジタルと

か，その普及の仕方というのも，特にデジタルについては，若い方なんかがどんどん進めてい

るし，高齢の方にも進んできておりますので，なかなか早急にというのが，その確認を取るの

がちょっと難しいかなと思うんですけれども，そういったものの取組はどんどん遅滞なく進め

ていきたいというふうに考えております。 

○鈴木（道）委員長 薄井委員。 

○薄井委員 今回の陳情につきましては，この趣旨と心情については十分理解できる内容であ

ります。その中で，取組の努力はもちろん考える中で，様々な課題も多くあるということもあ

る状況から，現在の状況などを十分にさらに把握をして，引き続き調査をしながら慎重に今回

審査を進めるべきというふうに考えますので，今回は継続でお願いしたいというふうに思いま

す。 

○鈴木（道）委員長 ただいま継続審査をしたいという内容のご意見がございました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時３８分 休憩 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

午前１１時３９分 再開 

○鈴木（道）委員長 それでは，再開いたします。 

 ただいま継続調査という意見がございました。 

 本件は慎重審査をする必要がありますので，閉会中の継続審査とすることに異議ございませ

んか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 異議なしと認め，閉会中の継続審査とすることに決定しました。 

 また，執行部のほうには，先ほど各委員からデータ等に対する意見や事例等に対する要求が

ありました。ぜひ次回の審査の際までに準備していただきますようお願いを申し上げます。 

 以上で請願・陳情の審査を終了します。 

 執行部は退席していただいて結構です。傍聴者もこちらにて退席を願います。 

（執行部・傍聴者退席） 

○鈴木（道）委員長 それでは，次に協議に移ります。 

 初めに，委員会の行政調査，視察について協議をしたいと思います。 

 令和５年度の委員会の行政視察の実施については，実施する方向にしたいと思いますが，皆

様いかがでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 それでは，異議なしと認め，委員会の行政調査を実施することに決定し

ました。 
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 それでは，行政調査における日程，案件等について協議したいと思いますが，日程につきま

しては，６月定例会までの間となりますと期間が限られておりまして，大まかな議会の日程等

を確認したところ，５月２２日から５月２６日の間で現在調整をしたいと考えております。こ

ちらの日程にていかがでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 ありがとうございます。また，案件等についてもしご意見があれば伺い

たいと思います。薄井委員。 

○薄井委員 案件につきましては，正副一任でお願いしたいと思います。 

○鈴木（道）委員長 それでは，ただいま正副一任というご意見がありましたが，一任という

ことでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 ありがとうございます。それでは，案件を精査の上，先方と調整しまし

て，決定次第，予定通知にてご連絡をいたします。よろしくお願いいたします。 

 次に，閉会中の所管事務調査について協議をしたいと思います。 

 ６月定例会までに行う所管事務調査について皆様のご意見をいただきたいと思います。ただ，

今回，現行，日程がかなりタイトな状態でして，この辺も含めてなんですが，いかがでしょう

か。薄井委員。 

○薄井委員 今回も正副一任でお願いできたらというふうに思います。 

○鈴木（道）委員長 分かりました。 

 それでは，開催も含めて，ちょっと視察の日程の都合上，あと皆様の議会日程の都合上，考

えながら検討したいと思います。開催する場合は，予定通知にて連絡をいたします。よろしく

お願いいたします。 

 次に，閉会中の継続調査申し出についてを議題とします。 

 継続調査申出書（案）を配付します。 

（資料配付） 

○鈴木（道）委員長 閉会中の継続調査申し出について，事務局職員に説明をさせます。佐藤

主幹。 

○佐藤主幹 それでは，閉会中の継続調査申出書（案）についてご説明いたします。 

 閉会中の委員会活動を可能とするため，会議規則第１１１条の規定により，本会議最終日に

委員会から継続調査の申し出をするものでございます。 

 案件といたしましては，企画行政について，行財政改革について，税務行政について，市民

生活行政についてということで，総務生活委員会の所管している事務を広く拾えるような形で

案を作成しております。 

 委員の皆様のご了解が得られれば，このような形で提出したいと思います。 

 説明は以上でございます。 

○鈴木（道）委員長 ただいま説明のありました閉会中の継続調査申し出につきまして，何か
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ご意見等はございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 それでは，この案のとおり提出したいと思います。異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 異議なしと認め，以上のように閉会中の継続調査申し出を本会議最終日

に提出します。 

 次に，その他に入ります。何かございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 それでは，なければ，私から委員会活動についてお諮りしたい件があり

ます。 

 当総務生活委員会では，ひたちなか地区について所管しておりますが，東海村議会で，ひた

ちなか地区を所管する総務委員会と議長を交えて２年に１度程度，合同で研修会を実施してい

るところでございます。 

 今までの経緯からしますと，今年は当委員会が研修会を開催する年に当たるため，総務生活

委員会協議会としての位置づけで東海村議会総務委員会との合同研修会を実施したいと考えて

おります。 

 研修会日程につきましては，例年どおり７月下旬頃に開催をしたいと考えております。 

 案件については，ひたちなか地区に関するもので，先方の最近の活動状況も含めて検討させ

ていただきたいと思っております。 

 また，研修会終了後には，両委員会の委員長，委員及び議長との意見交換会を実施したいと

考えております。 

 以上のように合同研修会を実施したいと考えておりますが，いかがでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 それでは，合同研修会を実施する方向で調整していきたいと思います。 

 具体的な日程と案件につきましては，正副委員長にお任せいただきたいと思いますが，いか

がでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鈴木（道）委員長 それでは，当委員会での日程の候補を決定した上で，東海村議会総務委

員会と調整していきたいと思いますので，皆様よろしくお願いします。 

 現行，事前に申し上げますが，例年どおりですと，７月２４日から７月２６日の間というの

が例年行うものとなっています。一応この辺りが候補日となりますので，皆様よろしくお願い

します。調整が調い次第，予定通知にてご連絡をいたしますので，どうぞよろしくお願いしま

す。 

 以上で本委員会に付託されました案件は全て終了しました。 

 これをもちまして総務生活委員会を閉会いたします。お疲れさまでした。 

午前１１時４７分 閉会 


